
「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成11年法律第117号。

以下「PFI 法」という。）第６条の規定に基づき、（仮称）吹田市営新佐竹台住宅集約建替事業

を特定事業として選定したので、PFI 法第８条の規定により、特定事業の選定に当たっての客観

的評価の結果を公表する。 

 

平成 26 年２月７日 

 

吹田市長 井上 哲也 
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「「「「（（（（仮称仮称仮称仮称））））吹田市吹田市吹田市吹田市営営営営新佐竹台住宅集約建替事業新佐竹台住宅集約建替事業新佐竹台住宅集約建替事業新佐竹台住宅集約建替事業    」」」」のののの    

特定事業特定事業特定事業特定事業のののの選定選定選定選定についてについてについてについて    

 

第第第第１１１１    特定事業特定事業特定事業特定事業のののの内容内容内容内容    

１１１１    特定事業特定事業特定事業特定事業のののの名称名称名称名称    

（仮称）吹田市営新佐竹台住宅集約建替事業（以下「本事業」という。） 

 

２２２２    事業事業事業事業にににに供供供供されるされるされるされる公共施設等公共施設等公共施設等公共施設等のののの種類種類種類種類    

240 戸の市営住宅及び付帯施設 

 

３３３３    公共施設等公共施設等公共施設等公共施設等のののの管理者管理者管理者管理者    

吹田市長 井上 哲也 

 

４４４４    事業目的事業目的事業目的事業目的    

吹田市（以下「市」という。）では、老朽化した津雲台第１住宅、佐竹台住宅、岸部北住

宅、日の出住宅、豊津住宅Ｔ２棟（以下「既存５団地」という。）の建替が必要となってお

り、効率的な建替事業や維持管理のため、吹田市佐竹台２丁目 25 番２の用地（以下「建替

事業用地」という。）（添付資料①参照）を確保している。 

本事業は、民間事業者（以下「事業者」という。）が、建替事業用地において、（仮称）

吹田市営新佐竹台住宅（以下「新佐竹台住宅」という。）240 戸を整備することを目的とし

て実施する。 

 

５５５５    事業事業事業事業のののの概要概要概要概要    

本事業は、建替事業用地に現存する旧大阪府住宅供給公社住宅（付帯施設を含む）（以下

「旧公社住宅」という。）（添付資料②参照）を解体、撤去し、新たに 240 戸の住宅と付帯

施設（集会施設、自動車用及び自転車用の駐車施設等）（以下「新佐竹台住宅等」という。）

の整備を行うとともに、建替事業用地に集約する既存５団地の入居者の移転支援を行う。 

 

６６６６    事業方式事業方式事業方式事業方式のののの概要概要概要概要    

本事業は、PFI 法に基づき実施する。 

本事業は、市と特定事業契約を締結し、事業者が、旧公社住宅を解体、撤去し、新佐竹

台住宅等の整備に必要な調査、設計及び建設を行った後に、市に所有権を移転するいわゆ

る BT（Build Transfer）方式により実施する。 

 

７７７７    事業者事業者事業者事業者のののの業務範囲業務範囲業務範囲業務範囲    

７７７７----１１１１    新佐竹台住宅等整備業務新佐竹台住宅等整備業務新佐竹台住宅等整備業務新佐竹台住宅等整備業務    

事業者は、新佐竹台住宅等の整備に関わる業務として、下記の業務を行うこと。 
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ア 事前調査（測量調査、地質調査、電波障害予測調査等） 

イ 必要な許認可及び建築確認の手続（整備に必要な関係機関等との協議、申請等の

手続） 

ウ 旧公社住宅の解体及び撤去設計 

エ 旧公社住宅の解体及び撤去工事 

オ 新佐竹台住宅等の設計（基本設計、実施設計） 

カ 新佐竹台住宅等の建設工事（付帯施設、屋外工作物その他外構工事を含む） 

キ 電波障害実測調査（躯体工事終了後、足場養生の状態で実施） 

ク 工事監理 

ケ 設計住宅性能評価の取得 

コ 建設住宅性能評価の取得 

サ 住宅瑕疵担保責任保険への加入又は保証金の供託 

シ 化学物質の室内濃度測定 

ス 事後対策（電波障害対策等） 

セ 建築計画内容についての地元説明会の開催 

ソ 建設工事に関わる地元説明等近隣対策 

タ 確定地形測量（公共施設の市への移管資料作成を含む） 

チ 新佐竹台住宅等の引渡し、所有権の移転 

ツ 地域居住機能再生推進事業補助金の交付申請関係書類の作成支援（面積表、各種

特例加算等整備費算出表等） 

テ 会計実地検査の支援 

ト その他、上記業務を実施する上で必要なもの 

７７７７----２２２２    既存既存既存既存５５５５団地入居者移転支援業務団地入居者移転支援業務団地入居者移転支援業務団地入居者移転支援業務    

事業者は、新佐竹台住宅への既存５団地からの入居者の移転に係る下記の業務を行うこ

と。 

ア 移転支援業務 

① 移転説明会の実施業務及び入居申込書の受付 

② 住戸抽選会の実施及び入居住戸決定の支援 

③ 入居手続き、入居説明会の実施及び移転確認 

④ 移転日の調整等 

イ 移転料請求、支払いに係る関係書類の作成及び支援業務 

ウ 入居者移転に係る地域居住機能再生推進事業補助金の交付申請関係書類の作成

支援業務 

エ 会計実地検査の支援業務 

オ その他、上記業務を実施する上で必要なもの 

 

８８８８    事業期間事業期間事業期間事業期間    

特定事業契約の締結から新佐竹台住宅等の引渡し及び既存５団地入居者移転支援業務が

完了した日までとする。 
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第第第第２２２２    市市市市がががが自自自自らららら事業事業事業事業をををを実施実施実施実施するするするする場合場合場合場合とととと PFIPFIPFIPFI 方式方式方式方式によりによりによりにより実施実施実施実施するするするする場合場合場合場合のののの評価評価評価評価    

１１１１    コストコストコストコスト算出算出算出算出によるによるによるによる定量的評価定量的評価定量的評価定量的評価    

１１１１----１１１１    評価評価評価評価のののの方法方法方法方法    

「民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する事業の実施に関する基本方針」

及び「（仮称）吹田市営新佐竹台住宅集約建替事業実施方針」に基づき、事業全体に係るコ

スト算出による市の財政負担額縮減についての定量的評価を行う。 

１１１１----２２２２    算出算出算出算出にににに当当当当たってのたってのたってのたっての前提条件前提条件前提条件前提条件    

本事業の実施に当たり、新佐竹台住宅等整備業務及び既存５団地入居者移転支援業務を

市が直接実施する場合と PFI 事業として実施する場合の財政負担額を比較した。 

比較を行う上でのコスト算定の前提条件は下記のとおり設定した。 

なお、これらの前提条件は、市が独自に設定したものであり、実際の応募者の提案内容

を制約するものではなく、また一致するものでもない。 

項目 市が直接実施する場合 PFI 事業により実施する場合 

算定対象と 

なる経費等 

①各種調査費 

②設計費 

③工事監理費 

④既存施設解体撤去費 

⑤造成費 

⑥建設費 

⑦外構工事費 

⑧既存５団地入居者移転支援費 

⑨起債償還及び支払利息 

 

①各種調査費 

②設計費 

③工事監理費 

④既存施設解体撤去費 

⑤造成費 

⑥建設費 

⑦外構工事費 

⑧既存５団地入居者移転支援費 

⑨起債償還及び支払利息 

⑩アドバイザー委託費 

共通条件 インフレ率：０％ 

割引率：2.2％ 

事業期間：約３年間 

施設規模：市営住宅 240 戸及び付帯施設 

算定方法 市の過去の事例を基に本事業に 

おいて整備する市営住宅を想定して 

算定した 

民間事業者へのヒアリング等により 

設定した一定割合のコスト縮減が 

実現できるものとして算定した 

資金調達 

方法 

地域居住機能再生推進事業補助金 

一般財源 

起債（据置期間３年、償還期間 25 年） 

地域居住機能再生推進事業補助金 

一般財源 

起債（据置期間３年、償還期間 25 年） 
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１１１１----３３３３    算定方法及算定方法及算定方法及算定方法及びびびび結果結果結果結果    

上記の前提条件を基に、市が直接実施する場合の市の財政負担額と PFI 事業により実施

する場合の市の財政負担額を事業期間中にわたり年度別に算出し、現在価値換算額で比較

した。また、PFI 事業者へ移転するリスクは加味（定量化）して比較している。  

この結果、本事業を市が直接実施する場合に比べ、PFI 事業により実施する場合は、事

業期間中の市の財政負担額について、約 13.8％の削減が期待できる。 

 市が直接実施する場合 PFI 事業により実施する場合 

指数 100 86.2 

 

２２２２    定性定性定性定性的評価的評価的評価的評価    

本事業を PFI 事業により実施する場合、市の財政負担額の削減の可能性といった定量的

な効果に加え、下記のような定性的な効果が期待できる。 

ア 民間事業者のノウハウの活用による良質な市営住宅の整備 

市が直接実施する分離分割発注や仕様発注に替えて、民間事業者が設計、建設と一

括して行うことで、民間事業者の企画力や技術力が活かされ、良質な市営住宅の整備

が期待できる。 

イ 効果的な業務遂行 

民間事業者が一括して設計、建設を行うとともに、入居者移転において民間事業者

の支援を得ることにより、早期の供用開始が期待できる。 

 

３３３３    総合評価総合評価総合評価総合評価    

本事業は、PFI 事業により実施することで、市が直接実施する場合に比べ、市の財政負

担額について約 13.8％の削減が期待できるとともに、定性的評価に示した効果が期待でき

る。 

このため、本事業を PFI 事業で実施することが適当であると認め、本事業を PFI 法第６

条に基づく特定事業として選定する。 


